
 

 

2018年 11月 20日 

各    位 

東 京 都 中 野 区 本 町 一 丁 目 3 2 番 ２ 号 

会 社 名  ア ク セ ル マ ー ク 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長  尾下  順治 

（コード番号： 3 6 2 4  東証マザーズ） 

 

監査等委員会設置会社への移行及び定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2018年 11月 20日開催の取締役会において、監査等委員会設置会社に移行する方針及び定款の一

部変更を 2018 年 12 月 20 日開催予定の当社第 26 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

なお、本件に伴う監査等委員会設置会社へ移行した後の役員人事につきましては、本日付の「監査等委員

会設置会社移行後の役員人事に関するお知らせ」にて別途開示しております。 

 

 

記 

 

１. 監査等委員会設置会社への移行 

（１）移行の目的 

当社のコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るため、2015年５月１日に施行された「会社法

の一部を改正する法律」（2014年法律第 90 号）により創設された監査等委員会設置会社へ移行する

ものであります。 

 

（２）移行の時期 

2018年 12月 20日開催予定の定時株主総会において、必要な定款変更等について承認可決されるこ

とを条件に、同日をもって監査等委員会設置会社へ移行する予定です。 

 

２.定款の一部変更 

（１）定款変更の理由 

①当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るために、監査等委員会設置会社に移行いたし

ます。これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員会及び監査等委員に関す

る規定の新設並びに監査役会及び監査役に関する規定の削除を行うものであります。 

②当社の事業内容の拡大及び今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条に事業目的を追加すると

ともに、号文の新設に伴う号数の繰り下げを行うものであります。 

③その他、一部文言及び表現の修正、条文の新設、削除に伴い、条数の変更等を行うものであります。 

 

（２）定款変更の内容 

変更内容は別紙のとおりであります。 

 

（３）日程 

定款変更のための株主総会開催日  2018年 12月 20日（予定） 

定款変更の効力発生日        2018年 12月 20日（予定） 

  

以上 

 

 



 

別紙 

 

 （下線は変更部分） 

現 行 定 款 変  更  案 

第１章 総 則 第１章 総 則 

第１条 （条文省略） 第１条 （現行どおり） 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１～５ （条文省略） 

６  インターネットを利用した各種情報提供サービス、情報処理サ

ービス、広告配信サービス及び情報提供仲介サービス並びにそ

れらに関するシステムの企画、開発、制作、販売、賃貸及び保

守 

７～９  （条文省略） 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１～５ （現行どおり） 

６  インターネットを利用した各種情報提供サービス、情報処理サ

ービス、広告配信サービス及び情報提供仲介サービス並びにそ

れらに関するシステムの企画、開発、制作、プロモーション、

販売、使用許諾及び保守 

７～９ （現行どおり） 

１０ 音声、映像のソフトウェア（コンパクトディスク、テープ、フ

ィルム）の企画、制作、製造、販売、貸与並びに版権事業 

１１  （条文省略） 

１２ 音声、映像のソフトウェア、書籍、美術工芸品、貴金属、宝飾

品、バッグ、日用品雑貨の輸入販売 

１３～１４ （条文省略） 

１５ コンピュータソフトウェア、ハードウェアに関する企画、制作

及びその販売 

１６～２６ （条文省略） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

 

２７～２８ （条文省略） 

第３条 （条文省略） 

（機関） 

第４条  当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）監査役会 

（４）会計監査人 

第５条 （条文省略） 

 

第２章  株 式 

 

第６条～第１１条 （条文省略） 

第３章  株主総会 

第１２条～第１７条 （条文省略） 

第４章  取締役及び取締役会 

（員数） 

第１８条  当会社の取締役は７名以内とする。 

 

（新設） 

 

（選任方法） 

第１９条 

（新設） 

取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

②取締役の選任については、累積投票によらないものと

する。 

（取締役の解任） 

第２０条  取締役の解任決議は、株主総会において議決権を行使す

ることができる株主の議決権の過半数を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

（任期） 

第２１条  取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。 

（新設） 

 
 

（新設） 

 
 
 

 
 

１０ 音声、映像のソフトウェアの企画、制作、製造、販売、使用許

諾及び版権事業 

１１  （現行どおり） 

１２ 書籍、美術工芸品、衣料品、服飾品、貴金属、宝飾品、バッグ、

雑貨のリメイク、販売及び輸出入 

１３～１４ （現行どおり） 

１５ コンピュータソフトウェア、ハードウェアに関する企画、制作、

販売、賃貸、使用許諾及び保守 

１６～２６ （現行どおり） 

２７ 古物の売買及び受託販売並びに輸出入 

２８ 損害保険代理業及び生命保険の募集に関する業務 

２９ 仮想通貨交換業 

３０ 仮想通貨の企画、開発、発行、売買、仲介、斡旋及び管理 

３１ 仮想通貨及びブロックチェーンに関するプラットフォーム、ア

プリケーションの企画、開発、制作、プロモーション、販売、

運営、使用許諾及び保守 

３２～３３ （現行どおり） 

第３条 （現行どおり） 

（機関） 

第４条  当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（削除） 

（３）会計監査人 

第５条 （現行どおり） 

 

第２章  株 式 

 

第６条～第１１条 （現行どおり） 

第３章  株主総会 

第１２条～第１７条 （現行どおり） 

第４章  取締役及び取締役会 

（員数） 

第１８条  当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は

７名以内とする。 

②当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とす

る。 

（選任方法） 

第１９条  監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とをそれ

ぞれ区別して株主総会において選任する。 

②取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

③取締役の選任については、累積投票によらないものと

する。 

（取締役の解任） 

第２０条  取締役の解任決議は、第１６条第２項の規定にかかわら

ず、株主総会において議決権を行使することができる株

主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う。 

（任期） 

第２１条  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、

選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までとする。 

②監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までとする。 

③任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補

欠として選任された監査等委員である取締役の任期

は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了す

る時までとする。 

 

 



 

 （下線は変更部分） 

現 行 定 款 変  更  案 

第２２条 （条文省略） 

（取締役会の招集通知） 

第２３条  取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役及

び各監査役に対して発送するものとする。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を短縮することができ

る。 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２４条  取締役会は、その決議によって代表取締役を選定する。 

②取締役会は、その決議によって取締役の中から社長１

名を定め、必要に応じて、会長、副社長、専務及び常

務各若干名を定めることができる。 

 

 

第２５条 （条文省略） 

 

（新設） 
 

 

 
第２６条 （条文省略） 

（報酬等） 

第２７条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会

社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」という。）

は、株主総会の決議によって定める。 

 

第２８条 （条文省略） 

 

第５章  監査役及び監査役会 

第２９条～第３６条 （条文省略） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 
 

 

 
（新設） 

 

 
（新設） 

 
 

第６章  会計監査人 

 

第３７条～第３８条 （条文省略） 

（報酬等） 

第３９条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会の同意を

得て定める。 

第４０条 （条文省略） 

第７章  計算 

第４１条～第４４条 （条文省略） 

（新設） 

 
（新設） 

 

 

 

第２２条 （現行どおり） 

（取締役会の招集通知） 

第２３条  取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に

対して発送するものとする。ただし、緊急の必要がある

ときは、この期間を短縮することができる。 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２４条  取締役会は、その決議によって取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の中から代表取締役を選定する。 

②取締役会は、その決議によって取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の中から社長１名を定め、必要

に応じて、会長、副社長、専務及び常務各若干名を定

めることができる。 

第２５条 （現行どおり） 

（重要な業務執行の決定の委任） 

第２６条  当会社は、会社法第399条の13第６項の定めるところに

従い、取締役会の決議をもって、同条第５項各号に定め

る事項以外の重要な業務執行の決定の全部または一部

の決定を取締役に委任することができる。 

第２７条 （現行どおり） 

（報酬等） 

第２８条  監査等委員である取締役とそれ以外の取締役の報酬、賞

与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財

産上の利益（以下「報酬等」という。）は、それぞれ区

別して株主総会の決議によって定める。 

第２９条 （現行どおり） 

 

（削除） 

（削除） 

 

第５章  監査等委員会 

 

（監査等委員会の招集通知） 

第３０条  監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査

等委員に対して発送するものとする。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮することができる。 

（常勤の監査等委員） 

第３１条  監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を

選定することができる。 

（監査等委員会規則） 

第３２条  監査等委員会に関する事項は、法令又は本定款のほか、

監査等委員会において定める監査等委員会規則による。 

 

第６章  会計監査人 

 

第３３条～第３４条 （現行どおり） 

（報酬等） 

第３５条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の同

意を得て定める。 

第３６条 （現行どおり） 

第７章  計算 

第３７条～第４０条 （現行どおり） 

附則 

（監査役の責任免除に関する経過措置） 

第１条   当会社は、第26回定時株主総会終結前の行為に関する会

社法第423条第１項に定める監査役（監査役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる。 

 

 


